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(57)【要約】
【課題】中性化したコンクリートの表面やそのひび割れ
内部の表面に対して付与することにより、コンクリート
の劣化因子を抑制することができるコンクリート改質剤
及びこれを用いたコンクリート改質方法を提供する。
【解決手段】コンクリート改質剤は、中性化したコンク
リートの表面及び／又はそのひび割れ内部の表面に対し
て付与することにより、コンクリートの劣化因子を抑制
する。コンクリート改質剤は、軽金属化合物の含有液と
反応型ないし固化型アルカリ金属ケイ酸塩の含有液とを
構成要素とする二液型コンクリート改質剤、又は軽金属
化合物及び反応型ないし固化型アルカリ金属ケイ酸塩の
混合含有液を構成要素とする一液型コンクリート改質剤
である。
　コンクリート改質方法は、上述のコンクリート改質剤
を用いた方法である。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　中性化したコンクリートの表面及び／又はそのひび割れ内部の表面に対して付与するこ
とにより、コンクリートの劣化因子を抑制するコンクリート改質剤であって、
　軽金属化合物の含有液と反応型ないし固化型アルカリ金属ケイ酸塩の含有液とを構成要
素とする二液型コンクリート改質剤、又は軽金属化合物及び反応型ないし固化型アルカリ
金属ケイ酸塩の混合含有液を構成要素とする一液型コンクリート改質剤である
ことを特徴とするコンクリート改質剤。
【請求項２】
上記軽金属化合物の含有液は、カルシウム及びマグネシウムを含むセメント成分の溶出物
と、リチウム、カリウム及びカルシウムからなる群より選ばれる少なくとも１種の亜硝酸
塩とを含む軽金属化合物の含有液である
ことを特徴とする請求項１に記載のコンクリート改質剤。
【請求項３】
　上記軽金属化合物の含有液は、カルシウム濃度が０．０３～０．０５質量％であり、マ
グネシウム濃度が０．０１～０．０２質量％であり、亜硝酸塩濃度が０．２～０．３質量
％である
ことを特徴とする請求項２に記載のコンクリート改質剤。
【請求項４】
　上記反応型ないし固化型アルカリ金属ケイ酸塩の含有液は、ケイ酸ナトリウム、ケイ酸
リチウム及びケイ酸カリウムからなる群より選ばれる少なくとも１種のアルカリ金属ケイ
酸塩を含む反応型ないし固化型アルカリ金属ケイ酸塩の含有液である
ことを特徴とする請求項１～３のいずれか１つの項に記載のコンクリート改質剤。
【請求項５】
　上記反応型ないし固化型アルカリ金属ケイ酸塩の含有液におけるケイ素に対する上記軽
金属化合物の含有液におけるカルシウムの割合がモル比で０．０１～５である
ことを特徴とする請求項２～４のいずれか１つの項に記載のコンクリート改質剤。
【請求項６】
　請求項１～５のいずれか１つの項に記載のコンクリート改質剤を用いたことを特徴とす
るコンクリート改質方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、コンクリート改質剤及びコンクリート改質方法に関する。更に詳細には、本
発明は、中性化したコンクリートの表面やそのひび割れ内部の表面に対して付与すること
により、コンクリートの劣化因子を抑制するコンクリート改質剤及びこれを用いたコンク
リート改質方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　コンクリートにおいては、熱収縮、乾燥収縮、熱膨張等の影響により早期にひび割れな
どの亀裂が発生することは不可避なことである。
【０００３】
　例えば、発生した亀裂に対しては、種々の防水材や保護材、改質防水方法、改質保護方
法が提案されている。その中の１つとして、コンクリート表面に塗布することでコンクリ
ート表層部の品質を改善し、耐久性の向上を図るケイ酸カリウム水溶液と酢酸カルシウム
水溶液とを用いた防水工法が提案されている（特許文献１参照。）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特許３２０４９３１号公報
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、上記特許文献１に記載の防水工法においては、中性化が著しく進んだ劣
化コンクリートや混和材を用いたことによってＣａ（ＯＨ）２量が元来少ないコンクリー
トに対しては、効果的であり且つ十分な防水保護効果を発揮できていないという問題点が
あった。
【０００６】
　本発明は、このような従来技術の有する課題に鑑みてなされたものである。そして、そ
の目的とするところは、中性化が著しく進んだ劣化コンクリートの改質防水や改質保護に
用いることができるコンクリート改質剤及びこれを用いたコンクリート改質方法を提供す
ることにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者らは、上記目的を達成するため鋭意検討を重ねた。そして、その結果、中性化
したコンクリートの表面及び／又はそのひび割れ内部の表面に対して付与することにより
、コンクリートの劣化因子を抑制するコンクリート改質剤として、軽金属化合物の含有液
と反応型ないし固化型アルカリ金属ケイ酸塩の含有液とを構成要素とする二液型コンクリ
ート改質剤、又は軽金属化合物及び反応型ないし固化型アルカリ金属ケイ酸塩の混合含有
液を構成要素とする一液型コンクリート改質剤を用いることにより、人工的にコンクリー
トの空隙やひび割れにケイ酸アルカリ土類金属塩類の反応性結晶体を生成させることがで
き、上記目的が達成できることを見出し、本発明を完成するに至った。
【０００８】
　すなわち、本発明のコンクリート改質剤は、中性化したコンクリートの表面及び／又は
そのひび割れ内部の表面に対して付与することにより、コンクリートの劣化因子を抑制す
るものである。
　そして、本発明のコンクリート改質剤は、軽金属化合物の含有液と反応型ないし固化型
アルカリ金属ケイ酸塩の含有液とを構成要素とする二液型コンクリート改質剤、又は軽金
属化合物及び反応型ないし固化型アルカリ金属ケイ酸塩の混合含有液を構成要素とする一
液型コンクリート改質剤である。
【０００９】
　また、本発明のコンクリート改質方法は、上記本発明のコンクリート改質剤を用いた改
質方法である。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、コンクリート改質剤として、軽金属化合物の含有液と反応型ないし固
化型アルカリ金属ケイ酸塩の含有液とを構成要素とする二液型コンクリート改質剤、又は
軽金属化合物及び反応型ないし固化型アルカリ金属ケイ酸塩の混合含有液を構成要素とす
る一液型コンクリート改質剤を用いることとした。
　そのため、中性化したコンクリートの表面及び／又はそのひび割れ内部の表面に対して
付与することにより、コンクリートの劣化因子を抑制することができるコンクリート改質
剤及びこれを用いたコンクリート改質方法を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】反応性物質の生成とモル比との関係を示す写真（Ａ）～（Ｃ）である。
【図２】各供試体の中性化試験終了後の中性化深さを示すグラフである。
【図３】反応型ないし固化型アルカリ金属ケイ酸塩と軽金属化合物とを混合して得られる
ゲル化物の写真である。
【図４】用いる供試体を示す説明図である。
【図５】各供試体について反応型ないし固化型アルカリ金属ケイ酸塩の含有液と軽金属化
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合物の含有液（添加剤として亜硝酸カルシウムを含む）とを反応させて生成した結晶を充
填（注入）した際のひび割れ幅と見かけの透水係数との関係を示すグラフである。
【図６】透水試験終了後のひび割れ面におけるゲルの生成状況を示す走査型電子顕微鏡写
真である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、本発明の一実施形態に係るコンクリート改質剤について詳細に説明する。
　本実施形態のコンクリート改質剤は、中性化したコンクリートの表面及び／又はそのひ
び割れ内部の表面に対して塗布や、注入による充填を行うことによって付与することによ
り、コンクリートの劣化因子を抑制することができるコンクリート改質剤であって、軽金
属化合物の含有液と反応型ないし固化型アルカリ金属ケイ酸塩の含有液とを構成要素とす
る二液型コンクリート改質剤、又は軽金属化合物及び反応型ないし固化型アルカリ金属ケ
イ酸塩の混合含有液を構成要素とする一液型コンクリート改質剤である。
　このような構成とすることにより、効果的であり且つ十分な改質保護及び防水効果を発
揮し得るものとなる。
【００１３】
　ここで「中性化したコンクリート」とは、中性化が著しく進行したコンクリートのこと
を意味するが、これに限定されるものではなく、元来カルシウム濃度が低い高炉セメント
も含む意味に解釈することができる。具体的には、コンクリートにおけるｐＨが６～８程
度のものである。
　また、「固化型アルカリ金属ケイ酸塩」とは、固化した後に水分供給をした場合であっ
ても、再溶解しないものを意味する。一方、「反応型アルカリ金属ケイ酸塩」とは、固化
した後に水分供給をした場合、再溶解するものを意味する。反応型アルカリ金属ケイ酸塩
を用いる場合には、使用に際して水分を固化後に供給することによって、コンクリートの
改質を更に促進させることができる。
【００１４】
　また、本実施形態のコンクリート改質剤においては、軽金属化合物の含有液が、例えば
、カルシウム及びマグネシウムを含むセメント成分の溶出物と、リチウム、カリウム及び
カルシウムからなる群より選ばれる少なくとも１種の亜硝酸塩とを含む軽金属化合物の含
有液であることが好ましい。
　このような軽金属化合物の含有液を適用すると、より効果的であり且つ十分な改質保護
及び防水効果を発揮し得るものとなる。
【００１５】
　ここで、「セメント成分の溶出物」は、例えば、撹拌装置に普通ポルトランドセメント
と約３０～４０℃の水とを、セメント２５ｋｇに対して水１００Ｌの割合で投入し、６０
～９０分連続撹拌し、その後、２～３日間放置し、沈殿物が沈んだ後の上水を採取するこ
とによって得ることができる。このセメント成分の溶出物には、カルシウムとマグネシウ
ムが含まれている。
【００１６】
　なお、上記亜硝酸塩以外に、無機酸又は有機酸との塩などを含んでいてもよい。具体的
には、有機酸の１つである酢酸との塩である酢酸カルシウムや酢酸マグネシウム、酢酸リ
チウムなどを挙げることができる。また、これらに限定されるものではなく、例えば、シ
ュウ酸、マロン酸、コハク酸、グルタル酸、アジピン酸、クエン酸等の有機酸とのカルシ
ウム塩、マグネシウム塩、リチウム塩などを挙げることができる。
【００１７】
　更に、本実施形態のコンクリート改質剤においては、軽金属化合物の含有液におけるカ
ルシウム濃度が０．０３～０．０５質量％であり、マグネシウム濃度が０．０１～０．０
２質量％であり、亜硝酸塩濃度が０．２～０．３質量％であることが好ましい。
　このような軽金属化合物の含有液を適用すると、より効果的であり且つ十分な改質保護
及び防水効果を発揮し得るものとなる。
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　このような軽金属化合物の含有液は、上述した方法によって得ることができるカルシウ
ム濃度が０．０３～０．０５質量％であり、マグネシウム濃度が０．０１～０．０２質量
％であるセメント成分の溶出物に、リチウム、カリウム及びカルシウムからなる群より選
ばれる少なくとも１種の亜硝酸塩の濃度が０．２～０．３質量％となるように亜硝酸塩を
添加すればよい。
【００１８】
　また、本実施形態のコンクリート改質剤においては、反応型ないし固化型アルカリ金属
ケイ酸塩の含有液が、例えば、ケイ酸リチウム、ケイ酸ナトリウム、ケイ酸カリウム、こ
れらの任意の組み合わせに係る混合物を含む反応型ないし固化型アルカリ金属ケイ酸塩の
含有液であることが好ましい。
　このような軽金属化合物の含有液を適用すると、より効果的であり且つ十分な改質保護
及び防水効果を発揮し得るものとなる。
【００１９】
　更に、本実施形態のコンクリート改質剤においては、コンクリート改質剤における軽金
属化合物のモル比を所定の範囲内で変えることにより、コンクリートの品質によって反応
生成物質の生成時間を速くしたり、遅くしたりすることが可能であり、それによって、コ
ンクリートへの浸透深さの確保並びに緊急の補修、又は漏水部の止水にも対応できる。
【００２０】
　例えば、反応型ないし固化型アルカリ金属ケイ酸塩の含有液におけるケイ素に対する軽
金属化合物の含有液におけるカルシウムの割合がモル比で０．０１～５であることが好ま
しく、０．２～２．０であることがより好ましい。
　このようなコンクリート改質剤とすると、より効果的であり且つ十分な改質保護及び防
水効果を発揮し得るものとなる。
　上記モル比が０．０１未満である場合、反応生成物質の生成時間が遅く、また補修可能
な十分な結晶生成量に達しないおそれがあるため、十分な改質保護効果及び防水効果を発
揮することができないことがある。
　また、上記モル比が５を超える場合、瞬間的に反応生成物質が生成され、コンクリート
内部への浸透深さの確保、コンクリート表面の外観変状（白色化）が十分なものとならな
いことが懸念され、十分な改質保護効果及び防水効果を発揮することができないことがあ
る。
【００２１】
　次に、本発明の一実施形態に係るコンクリート改質方法について詳細に説明する。
　本実施形態に係るコンクリート改質方法は、上述した本発明の一実施形態に係るコンク
リート改質剤を用いて、コンクリートの改質保護や改質防水をする方法である。具体的に
は、中性化したコンクリートにコンクリート改質剤を塗布や、注入による充填によって付
与することにより含浸させ、コンクリートの空隙や亀裂を封止するように反応型ないし固
化型ケイ酸アルカリ金属塩の結晶を生成させる方法である。
　コンクリートの空隙や亀裂を封止することができれば、含浸方法は特に限定されるもの
ではなく、塗布や散布、注入など従来公知の方法を適用することができる。
　また、より効率的な改質保護効果及び防水効果を得るという観点からは、先に軽金属化
合物の含有液を含浸させ、次いで、反応型ないし固化型アルカリ金属ケイ酸塩の含有液を
含浸させることが望ましい。もちろん、混合したものを同時に含浸させてもよい。
【実施例】
【００２２】
　以下、本発明を実施例及び比較例により更に詳細に説明するが、本発明はこれら実施例
に限定されるものではない。
【００２３】
（実施例１－１）
＜反応型ないし固化型アルカリ金属ケイ酸塩の含有液の作製＞
　反応型ないし固化型アルカリ金属ケイ酸塩の含有液として、ケイ酸ナトリウム（Ｎａ２
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ＳＯ３）を主成分とした含有液を用意した。反応型ないし固化型アルカリ金属ケイ酸塩の
含有液中の不揮発性物質は全質量の２６質量％であり、その中の主成分であるケイ酸ナト
リウムの含有量は９９．７質量％であり、他の成分であるケイ酸カリウムやケイ酸リチウ
ムやその他の微量成分は０．３質量％である。反応型ないし固化型アルカリ金属ケイ酸塩
の含有液から不揮発性物質を除いた水は全質量の７４質量％である。以下、Ａ改質剤とい
う。
【００２４】
＜軽金属化合物の含有液の作製＞
　また、軽金属化合物の含有液として、普通ポルトランドセメント２５ｋｇに対して、約
３０～４０℃の水を１００Ｌ投入し、６０～９０分連続撹拌し、その後、２～３日間放置
し、沈殿物が沈んだ後の上水を採取することによって、カルシウムとマグネシウムとを含
むセメント成分を溶出させ、これに亜硝酸カルシウムと亜硝酸カリウムと亜硝酸リチウム
とを加えたものを用いた。このとき、カルシウムの濃度は、０．０３～０．０５質量％で
あり、マグネシウムの濃度は、０．０１～０．０２質量％であり、亜硝酸カルシウムの濃
度は０．０５～０．１質量％である。以下、Ｂ１改質剤という。
【００２５】
＜コンクリート改質剤の作製＞
　Ａ改質剤におけるケイ素に対するＢ１改質剤におけるカルシウムの割合はモル比で０．
３となるようにして、本例のコンクリート改質剤を得た。
【００２６】
（実施例１－２）
　軽金属化合物の含有液として、カルシウムの濃度が、０．０３～０．０５質量％であり
、マグネシウムの濃度が、０．０１～０．０２質量％であり、亜硝酸カルシウムの濃度が
０．２～０．３質量％である、カルシウム及びマグネシウムを含むセメント溶出物と、亜
硝酸カルシウムと亜硝酸カリウムと亜硝酸リチウムとを含むもの（Ｂ２改質剤）を用い、
Ａ改質剤におけるケイ素に対するＢ２改質剤におけるカルシウムの割合をモル比で０．６
となるようにしたこと以外は、実施例１と同様の操作を繰り返して、本例のコンクリート
改質剤を得た。
【００２７】
（実施例１－３）
　軽金属化合物の含有液として、カルシウムの濃度が、０．０３～０．０５質量％であり
、マグネシウムの濃度が、０．０１～０．０２質量％であり、亜硝酸カルシウムの濃度が
０．４～０．５質量％である、カルシウム及びマグネシウムを含むセメント溶出物と、亜
硝酸カルシウムと亜硝酸カリウムと亜硝酸リチウムとを含むもの（Ｂ３改質剤）を用い、
Ａ改質剤におけるケイ素に対するＢ３改質剤におけるカルシウムの割合をモル比で０．９
となるようにしたこと以外は、実施例１と同様の操作を繰り返して、本例のコンクリート
改質剤を得た。
【００２８】
［性能評価１］
　各例のコンクリート改質剤を用いて、反応性物質の生成を確認し、各例のコンクリート
改質剤の効果を確認した。
　得られた結果を図１（Ａ）～（Ｃ）に示す。モル比が大きくなるに従って反応物の生成
量が増加することが分かる。
　なお、コンクリート改質剤のコンクリートの亀裂やひび割れなどの十分浸透すると共に
封止して、劣化因子を効果的に抑制し、十分な防水保護効果を発揮できるという観点から
は、軽金属化合物の含有液として、カルシウムの濃度が、０．０３～０．０５質量％であ
り、マグネシウムの濃度が、０．０１～０．０２質量％であり、亜硝酸カルシウムの濃度
が０．２～０．３質量％であるものを用いることが好ましい。また、亜硝酸カルシウムと
亜硝酸カリウムと亜硝酸リチウムとの３種を加えても、亜硝酸カルシウムのみを加えても
顕著な防水保護効果を得ることができたが、上記３種を加えた方が顕著な防水保護効果を
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得ることができただけでなく、施工が容易になったという利点もあった。
【００２９】
（実施例２－１）
　軽金属化合物の含有液としては、実施例１－１と同様の方法で得られる、Ｂ１改質剤を
用い、反応型ないし固化型アルカリ金属ケイ酸塩としては、実施例１－１で用いたＡ改質
剤を用い、軽金属化合物の含有液濃度が１質量％となる割合で用意して、本例のコンクリ
ート改質剤を得た。
【００３０】
（実施例２－２）
　軽金属化合物の含有液としては、実施例１－１と同様の方法で得られる、Ｂ１改質剤を
用い、反応型ないし固化型アルカリ金属ケイ酸塩としては、実施例１－１で用いたＡ改質
剤を用い、軽金属化合物の含有液濃度が２質量％となる割合で用意して、本例のコンクリ
ート改質剤を得た。
【００３１】
（実施例２－３）
　軽金属化合物の含有液としては、実施例１－１と同様の方法で得られる、Ｂ１改質剤を
用い、反応型ないし固化型アルカリ金属ケイ酸塩としては、実施例１－１で用いたＡ改質
剤を用い、軽金属化合物の含有液濃度が３質量％となる割合で用意して、本例のコンクリ
ート改質剤を得た。
【００３２】
（比較例２－１）
　軽金属化合物の含有液を用意しなかったこと以外は、実施例２－１と同様の操作を繰り
返して、本例のコンクリート改質剤を得た。
【００３３】
［性能評価２］
　高炉セメント使用コンクリートに対し、適切な効果が発揮されるか検討を行った。
　まず、元来からＣａ（ＯＨ）２量が少ないコンクリートとしての高炉スラグ微粉末を普
通ポルトランドセメント量に対して５０質量％置換し、水セメント比７０％の配合で１０
×１０×４０ｃｍの角柱コンクリートを作製し、５日間の湿潤養生を行い、その後、気中
養生を２３日間行った供試体を得た。
　次いで、コンクリート改質剤の付与（塗布）は、軽金属化合物の含有液を予めコンクリ
ート養生終了後に打設側面（２面）に浸透させ、その後１日間の乾燥を経て更に軽金属化
合物の含有液の付与（塗布）を行った。なお、比較例２－１においては軽金属化合物の含
有液を付与（塗布）を行わなかった。また、いずれも付与しない（無塗布）場合を比較例
２－２とした。
　更に、反応型ないし固化型アルカリ金属ケイ酸塩の含有液の付与（塗布）を行った。
　更に、１０ｃｍ幅でカットした後に、コンクリート改質剤塗布面を除くその他の面をエ
ポキシ樹脂で被覆した。
　しかる後、ＣＯ２濃度５体積％、湿度６０％の環境で３ヶ月間の中性化促進を行い、中
性化深さによって、各例のコンクリート改質剤の効果を確認した。中性化試験終了後にお
ける各例の供試体の中性化深さを図２に示す。
【００３４】
　図２より、比較例２－１は、比較例２－２との間に明確な中性化深さの差は確認されな
かった。Ｃａ（ＯＨ）２量が少ないコンクリートにケイ酸ナトリウムのみを塗布しても効
果が発揮されない可能性が改めて確認された。一方、予め軽金属化合物の含有液をコンク
リートに付与（塗布）して浸透させた場合には、実施例２－１及び実施例２－３において
は、比較例２－１と差がない結果を示しているものの、実施例２－２においては比較例２
－１よりも中性化深さが小さくなる結果が得られた。
【００３５】
（実施例３－１）
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　軽金属化合物の含有液（亜硝酸カルシウムの濃度を５質量％以上とした、カルシウム及
びマグネシウムを含むセメント溶出物と、亜硝酸カルシウムと亜硝酸カリウムと亜硝酸リ
チウムとを含むもの）（Ｂ４改質剤）と、反応型ないし固化型アルカリ金属ケイ酸塩とし
ての実施例１－１で用いたＡ改質剤とを体積比１：１の割合で混合し、予め反応させゲル
化させて、本例のコンクリート改質剤を得た（図３参照。）。
【００３６】
［性能評価３］
　中性化しているひび割れに対して、コンクリート改質剤で補修を行う場合の新たな対策
として、実施例３－１のコンクリート改質剤を充填（注入）することで、ひび割れを閉塞
することを検討した。実験には、図４に示す中心部にφ２ｃｍの円筒状の空洞を設けたφ
１５×３０ｃｍの円柱供試体を用いた。また、この供試体を割裂することにより所定の幅
でひび割れを導入するために、スパイラル鉄筋を配筋した。その後、供試体を割裂して、
所定幅のひび割れ導入を行った。
　供試体のひび割れ幅と見かけの透水係数との関係を無処理（３年経過）である無塗布供
試体、無処理で３年経過した無塗布供試体にケイ酸ナトリウムを注入したもの及び無処理
で３年経過した無塗布供試体に実施例３－１のコンクリート改質剤（反応ゲル）を注入し
たものの結果とを併せて図５（Ａ）に示す。また、供試体のひび割れ幅と見かけの透水係
数との関係を無処理（３年経過）の無塗布供試体のもの、ひび割れ導入初期にケイ酸ナト
リウムを注入した供試体のもの及び無処理で３年経過した無塗布供試体に実施例３－１の
コンクリート改質剤（反応ゲル）を注入したものの結果とを併せて図５（Ｂ）に示す。
【００３７】
　図５（Ａ）より、いずれのひび割れ幅においても無塗布供試体に比べて、透水係数の低
減が認められた。また、この方法では、０．４ｍｍ以上のひび割れ幅においても効果が確
認され、透水係数は、無塗布のひび割れ幅０．１ｍｍ以下のものより小さい結果を示した
。このように、中性化が生じているひび割れを含浸材で補修する場合には、本発明工法の
うち予め混合したものを用いることにより、ひび割れ補修が可能であることが分かった。
【００３８】
　また、図５（Ｂ）より、生成ゲルを充填（注入）した供試体の透気係数は、ひび割れ幅
０．２ｍｍを超えるひび割れの導入初期にケイ酸塩を注入した供試体と同程度まで改善さ
れているものの、０．２ｍｍ以下のひび割れになると、ひび割れ導入初期に充填（注入）
した供試体よりも改善度合は小さい。これは、０．２ｍｍ以下の比較的小さいひび割れ幅
には、生成ゲルが十分にひび割れ内部に供給されていないものと考えられ、このような、
微細なひび割れ幅に適用する場合には、反応型ないし固化型アルカリ金属ケイ酸塩の含有
液と軽金属化合物の含有液とを別々に注入するなど別途の対策を講じる必要性があると考
えられる。
【００３９】
　透水試験終了後のひび割れ面におけるゲルの生成状況を走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）に
よって確認した結果を図６に示す。
　図６（Ｂ）に示すように、生成ゲルを充填（注入）したものは、高い水圧を受けた透水
試験終了後においても、ウロコ状のゲルが観察され、コンクリートと生成ゲルは強固に密
着していることを確認した。なお、図６（Ａ）は無処理のひび割れ面を示すＳＥＭ写真で
ある。
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